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利用にあたっての注意事項 

 
 本データセットは、（独）環境再生保全機構の環境研究総合推進費（5-1601）で構築

されたものです。 
 

 本データセットを利用した研究成果を発表される際には、以下の参考文献を明記して
下さい。 
 
Chatani, S.; Yamaji, K.; Sakurai, T.; Itahashi, S.; Shimadera, H.; Kitayama, K.; Hayami, 
H. Overview of Model Inter-Comparison in Japan’s Study for Reference Air Quality 
Modeling (J-STREAM). Atmosphere 2018, 9, 19. 
 

 本データセットの再配布はご遠慮下さい。 
 

 本データセットの利用に伴う損害などの責任は負いません。お気づきの点がありまし
たら、担当者までお知らせ下さい。 

 
担当者 

国立環境研究所 
茶谷 聡 
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1. はじめに 

本書では、J-STREAM で構築され、3 回目の相互比較計算で用いられた、日本国内固定発
生源排出量データセット（2015 年度対象）について述べたものである。第 2 章では基準地
域メッシュ別の排出量メッシュデータの作成方法について述べる。第 3 章では、排出量メ
ッシュデータから大気質モデルの入力データへの変換方法について述べる。なお、発生源の
構成およびコードは、日本国温室効果ガスインベントリに準じている。 
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2. 排出量メッシュデータの作成方法 

2015 年度における全ての固定発生源の大気汚染物質の排出量を、2015 年現在の市区町村
と基準地域メッシュの重ね合わせで表現されるメッシュ別データとして構築した。場所コ
ードは XXXXX-YYYYYYYY で構成される。XXXXX は市区町村コード、YYYYYYYY は基準
地域メッシュコードである。対象汚染物質は、SOX、NOX、CO、NMVOC、NH3、TSP、
PM10、SPM、PM2.5、EC、OC とした。2015 年度の排出量推計結果を別添 Excel ファイル
の表 S2-0-1 に示す。 

 
2.1. 燃料の燃焼：発電及び熱供給（1A1a） 
(1) 発生源の説明 

発電及び熱供給における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは
1A1a-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類
に沿って表 2-1-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の
区分に沿って表 2-1-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区
分に沿って表 2-1-3 で定義される。 
 

表 2-1-1 発生源 1A1a の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

F33 電気業 I 電気業 
F35 熱供給業 K 熱供給業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-1-2 発生源 1A1a の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
1300 廃棄物焼却炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-1-3 発生源 1A1a の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0221 コークス炉ガス 32 コークス炉ガス 
0222 高炉ガス 33 高炉ガス 
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0225 転炉ガス 36 転炉ガス 
0320 発電用原油 16 原油 
0330 NGL･コンデンセート 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N131 木材利用 23 木材 
N136 黒液直接利用 51 パルプ廃液 
N137 バイオガス 38 その他の気体燃料 
N231 RDF 25 その他の固体燃料 
N234 RPF 25 その他の固体燃料 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では A-BBBB-CC のコードを用いている。A=I は電気業、
A=0 は電気業以外、BBBB は表 2-1-2 の施設種、CC は表 2-1-3 の右側に示す燃料種であ
る。エネルギー消費量には総合エネルギー統計 2)におけるエネルギー転換と自家消費のエ
ネルギー消費量を使用した。使用したエネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイ
ルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-1-1 の右側に示す業種コードを用いている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

電気業については、電力調査統計 3)による事業者別の燃料消費量を、電気事業便覧 4)等
による火力発電所の定格出力で配分し、火力発電所別の燃料消費量を推定した。その割合
に応じて燃料種別の排出量を配分し、火力発電所が位置する都道府県、市区町村、基準地
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域メッシュに割り当てた。熱供給業については、熱供給事業便覧 5)の供給区域別燃料消費
量の割合に応じて燃料種別の排出量を配分し、事業所が位置する都道府県、市区町村、基
準地域メッシュに割り当てた。 
 
2.2. 燃料の燃焼：石油精製（1A1b） 
(1) 発生源の説明 

石油精製における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A1b-
AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類に沿
って表 2-2-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の区分
に沿って表 2-2-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区分に
沿って表 2-2-3 で定義される。 
 

表 2-2-1 発生源 1A1b の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E17 石油製品・石炭製品製造業 R 石油製品・石炭製品製造業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-2-2 発生源 1A1b の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0200 ガス発生炉・加熱炉 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0700 石油加熱炉 
0800 触媒再生塔 
0802 燃焼炉 
1000 無機化学工業品・食料品製造用反応炉・直火炉 
1100 乾燥炉 
1101 骨材乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 

 
表 2-2-3 発生源 1A1b の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
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0419 ナフサ 19 その他の液体燃料 
0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 
0432 ジェット燃料油 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0451 潤滑油 19 その他の液体燃料 
0453 アスファルト 19 その他の液体燃料 
0454 他重質石油製品 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0457 製油所ガス 37 オフガス 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0459 回収硫黄 25 その他の固体燃料 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-2-2
の施設種、CC は表 2-2-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家消費、最終エネルギー消費から非エネルギー利用を
差し引いたエネルギー消費量を使用した。エネルギー転換分は、排出係数の算出に用いた
大気汚染物質排出量総合調査での扱いが明確ではないため、使用しなかった。使用したエ
ネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-2-1
の右側に示す業種コードを用いている。 
 
 



10 
 

(3) メッシュ分解手法 
都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国

排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 

 
2.3. 燃料の燃焼：固体燃料製造及びその他エネルギー産業（1A1c） 
(1) 発生源の説明 

固体燃料製造及びその他エネルギー産業における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出
を扱う。発生源コードは 1A1c-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日
本標準産業分類の中分類に沿って表 2-3-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚
染物質排出量総合調査の区分に沿って表 2-3-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、
総合エネルギー統計の区分に沿って表 2-3-3 で定義される。 
 

表 2-3-1 発生源 1A1c の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E17 石油製品・石炭製品製造業 R 石油製品・石炭製品製造業 
F34 ガス業 J ガス業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-3-2 発生源 1A1c の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0200 ガス発生炉・加熱炉 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0700 石油加熱炉 
0800 触媒再生塔 
1000 無機化学工業品・食料品製造用反応炉・直火炉 
1100 乾燥炉 
1101 骨材乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
2800 コークス炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 
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表 2-3-3 発生源 1A1c の燃料種の定義 
コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 

0221 コークス炉ガス 32 コークス炉ガス 
0222 高炉ガス 33 高炉ガス 
0225 転炉ガス 36 転炉ガス 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-3-2
の施設種、CC は表 2-3-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家消費、最終エネルギー消費のエネルギー消費量を使
用した。エネルギー転換分は、排出係数の算出に用いた大気汚染物質排出量総合調査での
扱いが明確ではないため、使用しなかった。使用したエネルギー消費量の施設種割合を別
添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-3-1 の右側に示す業種コードを用いて
いる。 
 
(3) メッシュ分解手法 

石油製品・石炭製品製造業については、都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エ
ネルギー消費量を用いて、燃料種別全国排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調
査 7)の原材料使用額等、町村は経済センサス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を
市区町村に配分した。経済センサス 8)の従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域
メッシュに配分した。ガス業については、経済センサス 8)の従業者数を用いて、全国排出
量を都道府県、市区町村、基準地域メッシュに配分した。 
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2.4. 燃料の燃焼：鉄鋼（1A2a） 
(1) 発生源の説明 

鉄鋼の製造における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A2a-
AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類に沿
って表 2-4-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の区分
に沿って表 2-4-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区分に
沿って表 2-4-3 で定義される。 
 

表 2-4-1 発生源 1A2a の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E22 鉄鋼業 U 鉄鋼業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-4-2 発生源 1A2a の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0306 焼結炉 
0400 溶鉱炉・転炉・平炉 
0500 金属溶解炉 
0600 金属圧延加熱炉・熱処理炉・鍛造炉 
0900 窯業製品製造用焼成炉・溶融炉 
1100 乾燥炉 
1200 電気炉 
1300 廃棄物焼却炉 
2800 コークス炉 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-4-3 発生源 1A2a の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0221 コークス炉ガス 32 コークス炉ガス 
0222 高炉ガス 33 高炉ガス 
0225 転炉ガス 36 転炉ガス 
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0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0456 電気炉ガス 36 転炉ガス 
0457 製油所ガス 37 オフガス 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
1200 電力 61 電気 
N132 廃材利用 23 木材 
N222 廃タイヤ直接利用 54 産業廃棄物 
N223 廃プラスチック直接利用 54 産業廃棄物 
N233 再生油 19 その他の液体燃料 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-4-2
の施設種、CC は表 2-4-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギー
利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。また、電気炉の電力消費量も使用した。
日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、
移動発生源相当分を控除した。使用したエネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-4-1 の右側に示す業種コードを用いている。 
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(3) メッシュ分解手法 
都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国

排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.5. 燃料の燃焼：非鉄金属（1A2b） 
(1) 発生源の説明 

非鉄金属の製造における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは
1A2b-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類
に沿って表 2-5-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の
区分に沿って表 2-5-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区
分に沿って表 2-5-3 で定義される。 
 

表 2-5-1 発生源 1A2b の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E23 非鉄金属製造業 V 非鉄金属製造業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-5-2 発生源 1A2b の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0500 金属溶解炉 
0600 金属圧延加熱炉・熱処理炉・鍛造炉 
1000 無機化学工業品・食料品製造用反応炉・直火炉 
1100 乾燥炉 
1200 電気炉 
1300 廃棄物焼却炉 
1400 銅・鉛・亜鉛精錬用焙焼炉・焼結炉・転炉・溶融炉・乾燥炉 
1900 塩素・塩化水素反応施設・吸収施設 
2401 鉛二次精錬用溶解炉 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 
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表 2-5-3 発生源 1A2b の燃料種の定義 
コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 

0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0222 高炉ガス 33 高炉ガス 
0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0454 他重質石油製品 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
1200 電力 61 電気 
N233 再生油 19 その他の液体燃料 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-5-2
の施設種、CC は表 2-5-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギー
利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。また、銅電解、鉛電解、電気亜鉛の電力
消費量も使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)の固定・移動排出源別の燃
料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用したエネルギー消費量の施設種割
合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-5-1 の右側に示す業種コードを
用いている。 
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(3) メッシュ分解手法 
都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国

排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.6. 燃料の燃焼：化学（1A2c） 
(1) 発生源の説明 

化学工業における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A2c-
AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類に沿
って表 2-6-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の区分
に沿って表 2-6-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区分に
沿って表 2-6-3 で定義される。 
 

表 2-6-1 発生源 1A2c の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E16 化学工業 Q 化学工業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-6-2 発生源 1A2c の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0200 ガス発生炉・加熱炉 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0306 焼結炉 
0600 金属圧延加熱炉・熱処理炉・鍛造炉 
0700 石油加熱炉 
0900 窯業製品製造用焼成炉・溶融炉 
0901 セメント焼成炉 
0915 ガラス溶融炉 
1000 無機化学工業品・食料品製造用反応炉・直火炉 
1100 乾燥炉 
1101 骨材乾燥炉 
1102 セメント・レンガ乾燥炉 
1200 電気炉 
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1300 廃棄物焼却炉 
1800 活性炭製造反応炉 
1900 塩素・塩化水素反応施設・吸収施設 
2100 燐酸質肥料用反応施設・濃縮施設・焼成炉・溶解炉 
2700 硝酸製造用吸収施設・漂白施設・濃縮施設 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-6-3 発生源 1A2c の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0221 コークス炉ガス 32 コークス炉ガス 
0222 高炉ガス 33 高炉ガス 
0330 NGL･コンデンセート 19 その他の液体燃料 
0419 ナフサ 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0454 他重質石油製品 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0457 製油所ガス 37 オフガス 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N138 バイオマスその他 23 木材 
N222 廃タイヤ直接利用 54 産業廃棄物 
N223 廃プラスチック直接利用 54 産業廃棄物 
N233 再生油 19 その他の液体燃料 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 
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(2) 排出量推計手法 
業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 

 
Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 

 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-6-2
の施設種、CC は表 2-6-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギー
利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告書
9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用した
エネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-6-
1 の右側に示す業種コードを用いている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国
排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.7. 燃料の燃焼：パルプ・紙・印刷（1A2d） 
(1) 発生源の説明 

パルプ・紙製造業ならびに印刷業における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。
発生源コードは 1A2d-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準
産業分類の中分類に沿って表 2-7-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質
排出量総合調査の区分に沿って表 2-7-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エ
ネルギー統計の区分に沿って表 2-7-3 で定義される。 
 

表 2-7-1 発生源 1A2d の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E14 パルプ・紙・紙加工品製造業 P パルプ・紙・紙加工品製造業 
E15 印刷・同関連業 P パルプ・紙・紙加工品製造業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 



19 
 

表 2-7-2 発生源 1A2d の施設種の定義 
コード 施設種 

0100 ボイラ 
0600 金属圧延加熱炉・熱処理炉・鍛造炉 
0802 燃焼炉 
0900 窯業製品製造用焼成炉・溶融炉 
0909 石灰焼成炉 
1100 乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-7-3 発生源 1A2d の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0454 他重質石油製品 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N132 廃材利用 23 木材 
N136 黒液直接利用 51 パルプ廃液 
N138 バイオマスその他 23 木材 
N222 廃タイヤ直接利用 54 産業廃棄物 
N223 廃プラスチック直接利用 54 産業廃棄物 
N233 再生油 19 その他の液体燃料 
N234 RPF 25 その他の固体燃料 
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※1 排出係数に用いる燃料種とコード 
 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-7-2
の施設種、CC は表 2-7-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギー
利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告書
9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用した
エネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-7-
1 の右側に示す業種コードを用いている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国
排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.8. 燃料の燃焼：食品加工・飲料・煙草（1A2e） 
(1) 発生源の説明 

食品加工ならびに飲料、煙草の製造における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱
う。発生源コードは 1A2e-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本
標準産業分類の中分類に沿って表 2-8-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染
物質排出量総合調査の区分に沿って表 2-8-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総
合エネルギー統計の区分に沿って表 2-8-3 で定義される。 
 

表 2-8-1 発生源 1A2e の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E09 食料品製造業 M 食料品製造業 
E10 飲料・たばこ・飼料製造業 M 食料品製造業 
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※1 施設種割合に用いる業種とコード 
 

表 2-8-2 発生源 1A2e の施設種の定義 
コード 施設種 

0100 ボイラ 
1000 無機化学工業品・食料品製造用反応炉・直火炉 
1100 乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-8-3 発生源 1A2e の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N138 バイオマスその他 23 木材 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-8-2
の施設種、CC は表 2-8-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
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ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費のエネルギー消費
量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)の固定・移動排出源別の燃料消
費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用したエネルギー消費量の施設種割合を
別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-8-1 の右側に示す業種コードを用い
ている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国
排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.9. 燃料の燃焼：窯業土石（1A2f） 
(1) 発生源の説明 

窯業ならびに土石製品の製造における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発
生源コードは 1A2f-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業
分類の中分類に沿って表 2-9-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出
量総合調査の区分に沿って表 2-9-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネル
ギー統計の区分に沿って表 2-9-3 で定義される。 
 

表 2-9-1 発生源 1A2f の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

E21 窯業・土石製品製造業 T 窯業・土石製品製造業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-9-2 発生源 1A2f の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0802 燃焼炉 
0900 窯業製品製造用焼成炉・溶融炉 
0901 セメント焼成炉 
0909 石灰焼成炉 
0915 ガラス溶融炉 
1100 乾燥炉 
1101 骨材乾燥炉 
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1102 セメント・レンガ乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
1400 銅・鉛・亜鉛精錬用焙焼炉・焼結炉・転炉・溶融炉・乾燥炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-9-3 発生源 1A2f の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0221 コークス炉ガス 32 コークス炉ガス 
0222 高炉ガス 33 高炉ガス 
0225 転炉ガス 36 転炉ガス 
0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0454 他重質石油製品 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0456 電気炉ガス 36 転炉ガス 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N132 廃材利用 23 木材 
N138 バイオマスその他 23 木材 
N222 廃タイヤ直接利用 54 産業廃棄物 
N223 廃プラスチック直接利用 54 産業廃棄物 
N233 再生油 19 その他の液体燃料 
N234 RPF 25 その他の固体燃料 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 
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(2) 排出量推計手法 
業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 

 
Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 

 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-9-2
の施設種、CC は表 2-9-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギー
利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告書
9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用した
エネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-9-
1 の右側に示す業種コードを用いている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国
排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.10. 燃料の燃焼：その他の製造業および鉱業・建設業（1A2g） 
(1) 発生源の説明 

その他の製造業および鉱業・建設業における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱
う。発生源コードは 1A2g-AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本
標準産業分類の中分類に沿って表 2-10-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚
染物質排出量総合調査の区分に沿って表 2-10-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、
総合エネルギー統計の区分に沿って表 2-10-3 で定義される。 
 

表 2-10-1 発生源 1A2g の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

C05 鉱業，採石業，砂利採取業 G 鉱業 
D06 総合工事業 H 建設業 
D07 職別工事業 H 建設業 
D08 設備工事業 H 建設業 
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E11 繊維工業 N 繊維工業 
E12 木材・木製品製造業 O 木材・木製品製造業 
E13 家具・装備品製造業 O 木材・木製品製造業 
E18 プラスチック製品製造業 R 石油製品・石炭製品製造業 
E19 ゴム製品製造業 S ゴム製品・皮製品製造業 
E20 なめし革・同製品・毛皮製造業 S ゴム製品・皮製品製造業 
E24 金属製品製造業 W 金属製品製造業 
E25 はん用機械器具製造業 X 機械器具等製造業 
E26 生産用機械器具製造業 X 機械器具等製造業 
E27 業務用機械器具製造業 X 機械器具等製造業 
E28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 X 機械器具等製造業 
E29 電気機械器具製造業 X 機械器具等製造業 
E30 情報通信機械器具製造業 X 機械器具等製造業 
E31 輸送用機械器具製造業 X 機械器具等製造業 
E32 その他の製造業 Y その他の製造業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 
 

表 2-10-2 発生源 1A2g の施設種の定義 
コード 施設種 

0100 ボイラ 
0200 ガス発生炉・加熱炉 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
0306 焼結炉 
0400 溶鉱炉・転炉・平炉 
0500 金属溶解炉 
0600 金属圧延加熱炉・熱処理炉・鍛造炉 
0700 石油加熱炉 
0800 触媒再生塔 
0900 窯業製品製造用焼成炉・溶融炉 
0909 石灰焼成炉 
1000 無機化学工業品・食料品製造用反応炉・直火炉 
1100 乾燥炉 
1101 骨材乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
1400 銅・鉛・亜鉛精錬用焙焼炉・焼結炉・転炉・溶融炉・乾燥炉 
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2501 鉛蓄電池製造用溶解炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-10-3 発生源 1A2g の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0454 他重質石油製品 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0520 国産天然ガス 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N138 バイオマスその他 23 木材 
N234 RPF 25 その他の固体燃料 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-10-
2 の施設種、CC は表 2-10-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネ
ルギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギ
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ー利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告
書 9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用し
たエネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-
10-1 の右側に示す業種コードを用いている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国
排出量を都道府県に配分した。市区は工業統計調査 7)の原材料使用額等、町村は経済セン
サス 8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村に配分した。経済センサス 8)の
従業者数を用いて、市区町村別排出量を基準地域メッシュに配分した。 
 
2.11. 鉄道（1A3c） 
(1) 発生源の説明 

鉄道の架線と線路の摩耗に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A3c で表現
される。 
 
(2) 排出量推計手法 

排出量 E は以下の式で推計した。 
 

E＝EF×A 
 

EF は排出係数、A は車両走行キロである。排出係数には未把握発生源からの微小粒子状物
質等大気汚染物質排出量算出調査報告書 10)の値を使用した。使用した排出係数を別添
Excel ファイルの表 S2-11-1 に示す。車両走行キロには鉄道輸送統計年報 11)の値を使用し
た。 
 
(3) メッシュ分解手法 
 JR の新幹線以外については、鉄道輸送統計年報 11)の会社別車両走行キロを、鉄道統計年
報 12)の路線別旅客人キロの割合を用いて路線別に配分した。JR の新幹線については鉄道統
計年報 12)、JR 以外については鉄道輸送統計年報 11)の路線別車両走行キロを用いた。国土
数値情報の鉄道データ 13)のシェープファイルに路線別車両走行キロを割り当て、GIS 上で
按分して求められた割合を用い、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域メッ
シュに配分した。 
 
2.12. 燃料の燃焼：業務（1A4a） 
(1) 発生源の説明 
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業務における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A4a-AAA-
BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類に沿って表
2-12-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の区分に沿
って表 2-12-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区分に沿っ
て表 2-12-3 で定義される。 
 

表 2-12-1 発生源 1A4a の業種の定義 
コード 業種 コード※1 業種※1 

F33 電気業 L ビル暖房、その他事業場 
F34 ガス業 L ビル暖房、その他事業場 
F35 熱供給業 L ビル暖房、その他事業場 
F36 水道業 L ビル暖房、その他事業場 
G00 情報通信業 Z 運輸・通信業 
H00 運輸業･郵便業 Z 運輸・通信業 
I00 卸売業･小売業 L ビル暖房、その他事業場 
J00 金融業･保険業 L ビル暖房、その他事業場 
K00 不動産業･物品賃貸業 L ビル暖房、その他事業場 
L00 学術研究･専門･技術サービス業 L ビル暖房、その他事業場 
L71 学術研究開発機関 B 医療業、教育学術研究機関 
M00 宿泊業･飲食サービス業 A 飲食店、宿泊業 
N00 生活関連サービス業･娯楽業 L ビル暖房、その他事業場 
N78 洗濯･理容･美容･浴場業 CD 浴場業、洗濯業 
O00 教育･学習支援業 B 医療業、教育学術研究機関 
P00 医療･福祉 B 医療業、教育学術研究機関 
P85 社会保険･社会福祉･介護事業 L ビル暖房、その他事業場 
Q00 複合サービス事業 L ビル暖房、その他事業場 
R00 他サービス業 L ビル暖房、その他事業場 
R88 廃棄物処理業 E 廃棄物処理業 
S00 公務 L ビル暖房、その他事業場 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-12-2 発生源 1A4a の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
0300 焙焼炉・煆焼炉 
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0306 焼結炉 
0915 ガラス溶融炉 
1100 乾燥炉 
1101 骨材乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
2100 燐酸質肥料用反応施設・濃縮施設・焼成炉・溶解炉 
2900 ガスタービン 
3000 ディーゼル機関 
3100 ガス機関 

 
表 2-12-3 発生源 1A4a の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0453 アスファルト 19 その他の液体燃料 
0455 オイルコークス 25 その他の固体燃料 
0457 製油所ガス 37 オフガス 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0510 輸入天然ガス (LNG) 34 ＬＮＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N138 バイオマスその他 23 木材 
N223 廃プラスチック直接利用 54 産業廃棄物 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
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ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコードを用いている。BBBB は表 2-12-
2 の施設種、CC は表 2-12-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネ
ルギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギ
ー利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告
書 9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用し
たエネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-
10-1 の右側に示す業種コードを用いている。 
 
(3) メッシュ分解手法 

電気業、ガス業、熱供給業、水道業を除き、都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種
別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国排出量を都道府県に配分した。経済センサス
8)の従業者数を用いて、都道府県別排出量を市区町村、さらに基準地域メッシュに配分し
た。電気業、ガス業、熱供給業、水道業については、経済センサス 8)の従業者数を用い
て、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 
 
2.13. 燃料の燃焼：家庭（1A4b） 
(1) 発生源の説明 

家庭における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A4b-CCCC
で構成される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区分に沿って表 2-13-3 で
定義される。 
 

表 2-13-3 発生源 1A4b の燃料種の定義 
コード 燃料種 

0433 灯油 
0458 LPG 
0610 一般ガス 

 
(2) 排出量推計手法 

燃料種 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai 
 
EFi は燃料種別の排出係数、Ai は燃料種別のエネルギー消費量である。排出係数には PM2.5

排出インベントリ及び発生源プロファイル解説書 14)の値を使用した。使用した排出係数を
別添 Excel ファイルの表 S2-13-1 に示す。表中では 1A4b-CCCC のコードを用いている。
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CCCC は表 2-13-3 に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネルギー統計 2)にお
ける最終エネルギー消費量を使用した。 
 
(3) メッシュ分解手法 

都道府県別エネルギー消費統計 6)の燃料種別エネルギー消費量を用いて、燃料種別全国排
出量を都道府県に配分した。国勢調査 15)の世帯総数を用いて、都道府県排出量を市区町村、
さらに基準地域メッシュに配分した。 
 
2.14. 燃料の燃焼：農林水産業（1A4c） 
(1) 発生源の説明 

農林水産業における燃料の燃焼に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 1A4c-
AAA-BBBB-CCCC で構成される。AAA は業種に相当し、日本標準産業分類の中分類に沿
って表 2-14-1 で定義される。BBBB は施設種に相当し、大気汚染物質排出量総合調査の区
分に沿って表 2-14-2 で定義される。CCCC は燃料種に相当し、総合エネルギー統計の区分
に沿って表 2-14-3 で定義される。 

 
表 2-14-1 発生源 1A4c の業種の定義 

コード 業種 コード※1 業種※1 
A01 農業 F 農業、林業、漁業 
A02 林業 F 農業、林業、漁業 
B03 漁業 F 農業、林業、漁業 
B04 水産養殖業 F 農業、林業、漁業 
※1 施設種割合に用いる業種とコード 

 
表 2-14-2 発生源 1A4c の施設種の定義 

コード 施設種 
0100 ボイラ 
1100 乾燥炉 
1300 廃棄物焼却炉 
3000 ディーゼル機関 

 
表 2-14-3 発生源 1A4c の燃料種の定義 

コード 燃料種 コード※1 燃料種※1 
0120 一般炭 21 一般炭 
0211 コークス 22 コークス 
0431 ガソリン 19 その他の液体燃料 



32 
 

0433 灯油 15 灯油 
0434 軽油 14 軽油 
0436 A 重油 11 Ａ重油 
0437 C 重油 13 Ｃ重油 
0458 LPG 35 ＬＰＧ 
0610 一般ガス 31 都市ガス 
N138 バイオマスその他 23 木材 
※1 排出係数に用いる燃料種とコード 

 
(2) 排出量推計手法 

業種 i、施設種 j、燃料種 k の排出量 Ei,j,k は以下の式で推計した。 
 

Ei,j,k＝EFj,k×Ai,k×Fraci,j,k 
 
EFj,k は施設種別、燃料種別の排出係数、Ai,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量、
Fraci,j,k は業種別、燃料種別のエネルギー消費量の施設種割合である。排出係数とエネルギ
ー消費量の施設種割合には茶谷ら 1)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファ
イルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-BBBB-CC のコード用いている。BBBB は表 2-14-2
の施設種、CC は表 2-14-3 の右側に示す燃料種である。エネルギー消費量には総合エネル
ギー統計 2)における自家用発電、自家用蒸気発生、最終エネルギー消費から非エネルギー
利用を差し引いたエネルギー消費量を使用した。日本国温室効果ガスインベントリ報告書
9)の固定・移動排出源別の燃料消費割合を用い、移動発生源相当分を控除した。使用した
エネルギー消費量の施設種割合を別添 Excel ファイルの表 S2-1-2 に示す。表中では表 2-
10-1 の右側に示す業種コードを用いている。 

 
(3) メッシュ分解手法 

経済センサス 8)の従業者数を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域
メッシュに配分した。 

 
2.15. 石油の精製及び貯蔵：貯蔵・出荷施設における漏出（1B2a4） 
(1) 発生源の説明 

石油の精製及び貯蔵：貯蔵・出荷施設における大気汚染物質の漏出を扱う。発生源コード
は 1B2a4-DDD-E で構成される。DDD=201 は VOC 排出インベントリの小分類コードに
沿った発生源品目に相当する。E=1 は PRTR における届出排出量、E=2 は PRTR における
すそ切り以下排出量に相当する。 
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(2) 排出量推計手法 
VOC 排出インベントリ 16)における VOC 排出量をそのまま使用した。なお、PRTR17)の

届出排出量から大気排出の割合を物質毎に算出し、全媒体のすそ切り以下排出量に乗じる
ことにより、大気排出のすそ切り以下排出量を得た。業種別の届出排出量とすそ切り以下
排出量の割合を用い、VOC 排出量を両者相当分に分離した。 
 
(3) メッシュ分解手法 

届出排出量相当分は、PRTR17)届出排出量とその住所情報を用いて、全国排出量を都道府
県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。すそ切り以下排出量相当分は、経済セ
ンサス 8)の事業所数から PRTR17)の届出事業所数を差し引いたものを用いて、全国排出量を
都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 
 
2.16. 石油製品の供給：給油所における漏出（1B2a5） 
(1) 発生源の説明 

給油所における大気汚染物質の漏出を扱う。発生源コードは 1B2a5-DDD-F-E で構成さ
れる。DDD=201 は VOC 排出インベントリの小分類コードに沿った発生源品目に相当す
る。F=1 は受入時、F=2 は給油時の排出量に相当する。E=1 は PRTR における届出排出量、
E=2 は PRTR におけるすそ切り以下排出量に相当する。 

 
(2) 排出量推計手法 

VOC 排出インベントリ 16)における VOC 排出量をそのまま使用した。なお、PRTR17)の
届出排出量から大気排出の割合を物質毎に算出し、全媒体のすそ切り以下排出量に乗じる
ことにより、大気排出のすそ切り以下排出量を得た。業種別の届出排出量とすそ切り以下
排出量の割合を用い、VOC 排出量を両者相当分に分離した。 
 
(3) メッシュ分解手法 

届出排出量相当分は、PRTR17)届出排出量とその住所情報を用いて、全国排出量を都道府
県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。すそ切り以下排出量相当分は、経済セ
ンサス 8)の事業所数から PRTR17)の届出事業所数を差し引いたものを用いて、全国排出量を
都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 
 
2.17. 溶剤の使用（2D3） 
(1) 発生源の説明 

表 2-17-1 に示す発生源品目の溶剤の使用における大気汚染物質の漏出を扱う。VOC 排
出インベントリに含まれる発生源品目（コード 100～300 台）の発生源コードは 2D3-DDD-
AAA-E で構成される。DDD は発生源品目に相当し、VOC 排出インベントリの小分類コー
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ドに沿って表 2-17-1 で定義される。AAA は業種に相当し、VOC 排出インベントリで用い
られている業種に沿って表 2-17-2 で定義される。E=1 は PRTR における届出排出量、E=2
は PRTR におけるすそ切り以下排出量に相当する。VOC 排出インベントリに含まれない防
虫剤・消臭剤の使用の発生源コードは 2D3-902-FF で構成される。FF=01 は防虫剤、FF=02
は消臭剤である。エアゾール噴射剤の使用の発生源コードは 2D3-903-FF で構成される。
FF は詳細品目に相当し、表 2-17-3 で定義される。化粧品の使用の発生源コードは 2D3-904-
FF で構成される。FF は詳細品目に相当し、表 2-17-4 で定義される。洗車・補修用品の使
用の発生源コードは 2D3-905-FF で構成される。FF は詳細品目に相当し、表 2-17-5 で定義
される。 

 
表 2-17-1 発生源 2D3 の発生源品目の定義 
コード 発生源品目 

101 化学品の製造 
311 塗料の使用 
312 印刷用溶剤の使用 
313 溶剤系接着剤の使用 
314 粘着剤・剥離剤の塗布 
315 ラミネート接着剤の使用 
317 漁網防汚剤の使用 
322 ゴム用溶剤の使用 
323 コンバーティング溶剤の使用 
324 コーティング溶剤の使用 
331 金属洗浄 
332 ドライクリーニング 
334 製造機器類洗浄用シンナーの使用 
902 防虫剤・消臭剤の使用 
903 エアゾール噴射剤の使用 
904 化粧品の使用 
905 洗車・補修用品の使用 

 
表 2-17-2 発生源 2D3 の業種の定義 

コード 業種 
040 水産養殖業 
06A 土木工事業 
06B 建築工事業 
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06C 舗装工事業 
110 繊維工業 
120 衣服・その他の繊維製品製造業 
130 木材・木製品製造業 
140 家具・装備品製造業 
150 パルプ・紙・紙加工品製造業 
160 印刷・同関連業 
170 化学工業 
180 石油製品・石炭製品製造業 
190 プラスチック製品製造業 
200 ゴム製品製造業 
210 なめし革・同製品・毛皮製造業 
220 窯業・土石製品製造業 
230 鉄鋼業 
240 非鉄金属製造業 
250 金属製品製造業 
260 一般機械器具製造業 
270 電気機械器具製造業 
280 情報通信機械器具製造業 
290 電子部品・デバイス製造業 
300 輸送用機械器具製造業 
310 精密機械器具製造業 
320 その他の製造業 
821 洗濯業 
860 自動車整備業 
870 機械修理業 
980 特定できない業種 
990 家庭 

 
表 2-17-3 発生源 2D3-903 の詳細品目の定義 
コード 詳細品目 

01 殺虫剤 ハエ・カ用 
02 殺虫剤 その他 
11 塗料 
21 家庭用品 室内消臭剤 
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22 家庭用品 クリーナー 
23 家庭用品 ワックス・ポリッシュ 
24 家庭用品 洗濯用品 
25 家庭用品 その他 
31 人体用品 ヘアスプレー 
32 人体用品 その他 頭髪用品 
33 人体用品 シェービングクリーム 
34 人体用品 オーデコロン＆香水 
35 人体用品 医薬品 
36 人体用品 人体消臭制汗剤 
37 人体用品 その他 人体用品 
41 自動車用品 くもり止め 
42 自動車用品 その他 
51 その他 簡易消火具 
52 その他 その他 

 
表 2-17-4 発生源 2D3-904 の詳細品目の定義 

コード 詳細品目 
01 基礎化粧品 マッサージ・コールドクリーム 
02 基礎化粧品 モイスチャークリーム 
03 基礎化粧品 洗顔クリーム・フォーム 
04 基礎化粧品 クレンジングクリーム 
05 基礎化粧品 化粧水 
06 基礎化粧品 乳液 
07 基礎化粧品 美容液 
08 基礎化粧品 パック 
09 基礎化粧品 その他の皮膚用化粧品 
11 メイクアップ ファンデーション 
12 メイクアップ おしろい 
13 メイクアップ アイメークアップ 
14 メイクアップ まゆ墨・まつ毛化粧料 
15 メイクアップ ほほ紅 
16 メイクアップ 口紅 
17 メイクアップ つめ化粧料(除光液含む) 
21 フレグランス 香水・オーデコロン 
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31 ボディケア リップクリーム 
32 ボディケア 日焼け止め及び日焼け用化粧品 
41 インバスヘアケア シャンプー 
42 インバスヘアケア ヘアリンス 
43 インバスヘアケア ヘアトリートメント 
51 ヘアメイク ポマード･チック･ヘアクリーム･香油 
52 ヘアメイク 液状・泡状整髪料 
53 ヘアメイク セットローション 
54 ヘアメイク ヘアスプレー 
55 ヘアメイク その他の頭髪用（パーマネントウェーブ液を含む） 
61 ヘアカラー 染毛料（ヘアブリーチ含む） 
71 男性用化粧品 ひげ剃り用・浴用化粧品 
72 男性用化粧品 男性皮膚用化粧品 
73 男性用化粧品 ヘアトニック（育毛料含む） 

 
表 2-17-5 発生源 2D3-905 の詳細品目の定義 

コード 詳細品目 
01 車用ワックス、コート剤 
11 ウインド関連 ウインドウォッシャ液 
12 ウインド関連 撥水剤 
13 ウインド関連 油膜取り 
14 ウインド関連 霜取り剤 
21 車用クリーナー 
31 車用ペイント、補修剤 塗料 
32 車用ペイント、補修剤 接着剤 
41 車用芳香、消臭、脱臭剤 芳香剤 
42 車用芳香、消臭、脱臭剤 消臭剤 

 
(2) 排出量推計手法 

VOC 排出インベントリに含まれる発生源品目（100～300 台）については、VOC 排出
インベントリ 16)における VOC 排出量をそのまま使用した。なお、PRTR17)の届出排出量
から大気排出の割合を物質毎に算出し、全媒体のすそ切り以下排出量に乗じることによ
り、大気排出のすそ切り以下排出量を得た。業種別の届出排出量とすそ切り以下排出量の
割合を用い、VOC 排出量を両者相当分に分離した。 
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防虫剤・消臭剤の使用については、PRTR 届出外排出量 18)の推計方法による排出量をそ
のまま使用した。 

エアゾール噴射剤の使用に伴うエアゾール製品 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai 
 

EFi は排出係数、Ai はエアゾール製品 i の生産容量である。排出係数には日本国温室効果ガ
スインベントリ報告書 9)に掲載されている値を用いた。エアゾール製品の生産本数にはエ
アゾール製品生産数量調査 19)の値を用い、日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)に掲
載されているパラメータを用いて生産容量を算出した。 

化粧品 i の使用に伴う排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai×Ci 
 

EFi は排出係数、Ai は販売数量、Ci は VOC 含有率である。販売数量には化学工業統計年報
20)を用いた。排出係数と VOC 含有率には日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)に掲
載されている値を用いた。 

洗車・補修用品 i の使用に伴う排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝Ai×Ci 

 

Ai は生産量、Ci は VOC 含有率である。生産量は、民生部門からの VOC 排出量調査報告
書 21)の平成 17 年度における値を自動車輸送統計年報 22)の登録台数で年次補正したものを
用いた。VOC 含有率には日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)に掲載されている値を
用いた。 
 
(3) メッシュ分解手法 

VOC 排出インベントリに含まれる発生源品目（100～300 台）の届出排出量相当分は、
PRTR17)届出排出量とその住所情報を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基
準地域メッシュに配分した。すそ切り以下排出量相当分は、経済センサス 8)の事業所数から
PRTR17)の届出事業所数を差し引いたものを用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さ
らに基準地域メッシュに配分した。 

防虫剤・消臭剤の使用とエアゾール噴射剤の使用については、国勢調査 15)の世帯総数を
用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 

化粧品の使用については、国勢調査 15)の人口を用いて、全国排出量を都道府県、市区町
村、さらに基準地域メッシュに配分した。 
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洗車・補修用品の使用については、都道府県別・車種別保有台数表 23)を用いて全国排出
量を都道府県に配分した。また、国勢調査 15)の世帯総数を用いて、都道府県排出量を市区
町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 

 
2.18. 食料品等（発酵）（2H2） 
(1) 発生源の説明 

食料品や飲料の製造段階における大気汚染物質の漏出を扱う。発生源コードは 2H2-
DDD-AAA-E で構成される。DDD=102 は VOC 排出インベントリの小分類コードに沿っ
た発生源品目に相当する。AAA は業種に相当し、VOC 排出インベントリで用いられている
業種に沿って表 2-18-1 で定義される。E=1 は PRTR における届出排出量、E=2 は PRTR
におけるすそ切り以下排出量に相当する。 

 
表 2-18-1 発生源 2H2 の業種の定義 
コード 業種 

090 食料品製造業 
100 飲料・たばこ・飼料製造業 

 
(2) 排出量推計手法 

VOC 排出インベントリ 16)における VOC 排出量をそのまま使用した。なお、PRTR17)の
届出排出量から大気排出の割合を物質毎に算出し、全媒体のすそ切り以下排出量に乗じる
ことにより、大気排出のすそ切り以下排出量を得た。業種別の届出排出量とすそ切り以下
排出量の割合を用い、VOC 排出量を両者相当分に分離した。 

 
(3) メッシュ分解手法 

届出排出量相当分は、PRTR17)届出排出量とその住所情報を用いて、全国排出量を都道府
県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。すそ切り以下排出量相当分は、経済セ
ンサス 8)の事業所数から PRTR の届出事業所数を差し引いたものを用いて、全国排出量を
都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 

 
2.19. 家畜排せつ物の管理（3B） 
(1) 発生源の説明 

家畜排せつ物の管理における大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは表 2-19-1 で定
義される。 
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表 2-19-1 発生源 3B の家畜種の定義 
コード 発生源 

3B1a-01 乳用牛 搾乳牛 
3B1a-02 乳用牛 乾・未経産 
3B1a-03 乳用牛 育成牛 
3B1b-01 肉用牛 2 歳未満 
3B1b-02 肉用牛 2 歳以上 
3B1b-03 肉用牛 乳用種 
3B3-01 豚 肥育豚 
3B3-02 豚 繁殖豚 
3B4g1-01 採卵鶏 雛 
3B4g1-02 採卵鶏 成鶏 
3B4g2 ブロイラー 

 
(2) 排出量推計手法 

家畜種 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝Ai×EFi 
 

Ai は家畜種 i の頭数、EFi は排出係数である。家畜頭数には畜産統計 24)の値を使用した。
NH3 以外の排出係数には、EMEP25)の値を使用した。NH3 については、日本国温室効果ガ
スインベントリ 9)に倣い、家畜種 i の 1 頭から処理区分 j により排せつされる窒素量 NBi,j
を以下の式で計算した。 

 
NBi,j＝Nexi,j×Mixi,j×MSi,j 

 
Nexi,j は 1 日あたりの排せつ物中窒素量、Mixi,j は排せつ物分離・混合処理の割合、MSi,j は
排せつ物管理区分割合である。NBi,j から以下の式で排出係数を求めた。 
 

EFi＝Σ{NBi,j×(FracGASM1i,j+FracGASM2i,j)} 
 
FracGASM1i,j は畜舎における排せつ物から NH3 として揮発する割合、FracGASM2i,j は処理時に
排せつ物から NH3 として揮発する割合である。必要となるパラメータは全て日本国温室効
果ガスインベントリ 9)の値を適用した。使用した排出係数を別添 Excel ファイルの表 S2-
19-1 に示す。 
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(3) メッシュ分解手法 
畜産統計 24)の家畜頭数を用いて、全国排出量を都道府県に配分した。農林業センサス 26)

の飼養頭羽数を用いて都道府県排出量を市区町村、さらに基準地域メッシュに配分した。 
 

2.20. 農用地の土壌：無機質窒素肥料（3Da1） 
(1) 発生源の説明 

農用地の土壌における無機質窒素肥料からの大気汚染物質の排出を扱う。発生源コード
は 3Da1-FF で構成される。FF は作物種に相当し、表 2-20-1 で定義される。 

 
表 2-20-1 発生源 3Da1 の作物種の定義 

コード 発生源 
01 野菜 
02 水陸稲 
03 果樹 
04 茶 
05 ばれいしょ 
06 豆類 
07 飼肥料作物 
08 かんしょ 
09 麦 
10 雑穀 
11 工芸作物 

 
(2) 排出量推計手法 

日本国温室効果ガスインベントリ 9)に倣い、作物種 i の農用地からの排出量 Ei は以下の
式で推計した。 

 
Ei＝FSNi×EF 

 
FSNi は作物種 i の農用地に投入された化学肥料施用量、EF は排出係数である。FSNi は次式
で算出した。 
 

FSNi＝(FT-FFRST)×(RAi×RFi)/Σ(RAi×RFi) 
 
FT は化学肥料施用総量、FFRST は森林への化学肥料施用量、RAi は作付面積、RFi は単位面
積当たり化学肥料施用量である。作付面積には作物統計 27)の値を使用した。化学肥料施用
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総量、森林への化学肥料施用量、単位面積当たり化学肥料施用量には日本国温室効果ガス
インベントリ報告書 9)の値を使用した。排出係数には、日本国温室効果ガスインベントリ
報告書 9)で用いられている無機質肥料中の窒素から NH3 や NOX として揮発する割合
（0.1）に EMEP25)の排出係数の NH3/(NH3+NOX)の比を乗じた 0.0937 kg-NH3/kg-N を
NH3 の排出係数として用いた。 

 
(3) メッシュ分解手法 

作物統計 27)の作付面積を用いて、全国排出量を都道府県に配分した。農林業センサス 26)

の作付（栽培）面積を用いて都道府県排出量を市区町村、さらに基準地域メッシュに配分し
た。 

 
2.21. 農用地の土壌：有機質窒素肥料（3Da2） 
(1) 発生源の説明 

農用地の土壌における有機質窒素肥料からの大気汚染物質の排出を扱う。発生源コード
は 3Da2-FF で構成される。FF は作物種に相当し、表 2-21-1 で定義される。 

 
表 2-21-1 発生源 3Da2 の作物種の定義 

コード 発生源 
01 野菜 
02 水陸稲 
03 果樹 
04 茶 
05 ばれいしょ 
06 豆類 
07 飼肥料作物 
08 かんしょ 
09 麦 
10 雑穀 
11 工芸作物 

 
(2) 排出量推計手法 

日本国温室効果ガスインベントリ 9)に倣い、作物種 i の農用地からの排出量 Ei は以下の
式で推計した。 

 
Ei＝NONi×EF 
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NONi は作物種 i の農用地に投入された有機質肥料に含まれる窒素量、EF は排出係数であ
る。NONi は次式で算出した。 
 

NONi＝NON×(RAi×RFi)/Σ(RAi×RFi) 
 
NON は農用地土壌に施用される有機質肥料に含まれる窒素総量、RAi は作付面積、RFi は単
位面積当たり有機質窒素肥料施用量である。作付面積には作物統計 27)の値を使用した。単
位面積当たり有機質窒素肥料施用量には日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)の値を
使用した。排出係数には、日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)で用いられている有
機質肥料中の窒素から NH3 や NOX として揮発する割合（0.2）に EMEP25)の排出係数の
NH3/(NH3+NOX)の比を乗じた 0.215 kg-NH3/kg-N を NH3 の排出係数として用いた。 
 有機質窒素肥料施用総量 NON は次式で算出した。 

 

NON＝NAM+NSEW+NFU+NCOMPsub+NOOA 
 
NAM は農用地土壌に施用される家畜排せつ物、NSEW は下水汚泥、NFU はし尿、NCOMPsub は堆
肥副資材、NOOA はその他有機質肥料に含まれる窒素量である。家畜排せつ物以外に含まれ
る窒素量には日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)の値を用いた。NAM は次式で算出
した。 

 
NAM＝NTotal-AW-NPRP-NN2O-NNH3+NOx-Ninc+pur 

 
NTotal-AW は家畜から排せつされた窒素総量、NPRP は放牧家畜の排せつ物中に含まれる窒素
量、NN2O は家畜排せつ物から N2O として大気中に揮発した窒素量、NNH3+NOx は家畜排せつ
物から NH3 や NOX として揮発した窒素量、Ninc+pur は焼却及び浄化処理された窒素量であ
る。いずれも 2.19 で述べた家畜排せつ物の管理の排出量の算出過程で求められたものを使
用した。 

 
(3) メッシュ分解手法 

作物統計 27)の作付面積を用いて、全国排出量を都道府県に配分した。農林業センサス 26)

の作付（栽培）面積を用いて都道府県排出量を市区町村、さらに基準地域メッシュに配分し
た。 

 
2.22. 野外で農作物の残留物を焼くこと（3F） 
(1) 発生源の説明 

野外での農作物の残留物の野焼きに伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは表
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2-22-1 で定義される。 
 

表 2-22-1 発生源 3F の定義 
コード 発生源 

3F1-01 稲わら 
3F1-02 もみがら 
3F1-11 小麦 
3F1-21 二条大麦 
3F1-22 六条大麦 
3F1-31 とうもろこし 
3F1-41 そば 
3F2-01 大豆 
3F2-11 小豆 
3F2-12 いんげん 
3F2-13 らっかせい 
3F3-01 ばれいしょ 
3F3-11 てんさい 
3F3-21 かんしょ 
3F3-22 こんにゃくいも 
3F3-31 さとうきび 
3F5-01 野菜類 
3F5-11 なたね 
3F5-12 い 

 
(2) 排出量推計手法 

日本国温室効果ガスインベントリに倣い、作物種 i の農用地からの排出量 Ei は以下の式
で推計した。 

 
Ei＝Ai×Fraci×MBi×Cfi×Gefi 

 
Ai は作付面積、Fraci は残渣の焼却割合、MBi は単位面積あたり燃焼重量、Cfi は燃焼係数、
Gefi は排出係数である。作付面積には作物統計 27)の値を使用した。残渣の焼却割合、単位
面積あたり燃焼重量、燃焼係数には、日本国温室効果ガスインベントリ報告書 9)の値を使
用した。なお、稲わらともみがらについては、Ai×Fraci×MBi の代わりに、日本国温室効
果ガスインベントリ報告書 9)に掲載されている焼却処理される稲わら及びもみがら量に乾
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物割合 0.89 を乗じた値を使用した。稲わら、もみがら、小麦、二条大麦、六条大麦の
PM2.5、EC、OC の排出係数には Fushimi et al.28)、SOX、TSP、CO、PM10、SPM、NH3

の排出係数には Hayashi et al.29)、NOX、NMVOC の排出係数には EMEP25)の値を使用し
た。その他の作物種の排出係数には GAP Forum30)の値を使用した。使用した排出係数を
別添 Excel ファイルの表 S2-22-1 に示す。 
 
(3) メッシュ分解手法 

作物統計 27)の作付面積を用いて、全国排出量を都道府県に配分した。農林業センサス 26)

の作付（栽培）面積を用いて、都道府県排出量を市区町村、さらには基準地域メッシュに
配分した。 

 
2.23. 廃棄物の焼却：一般廃棄物（5C1a） 
(1) 発生源の説明 

一般廃棄物の焼却に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 5C1a-FF で構成さ
れる。FF は焼却方式に相当し、表 2-23-1 で定義される。 

 
表 2-23-1 発生源 5C1a の焼却方式の定義 

コード 発生源 
01 全連続燃焼式焼却炉 
02 准連続燃焼式焼却炉 
03 バッチ燃焼式焼却炉 
04 ガス化溶融炉 

 
(2) 排出量推計手法 

焼却方式 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai 
 

EFi は排出係数、Ai は焼却方式別の焼却量である。排出係数には焼却方式にかかわら
ず、茶谷ら 1)のうち廃棄物処理炉の一般廃棄物の値を使用した。使用した排出係数を別添
Excel ファイルの表 S2-1-1 に示す。表中では 0-1300-53 のコードを用いている。焼却方式
別の一般廃棄物の焼却量には一般廃棄物処理実態調査結果 31)処理状況の直接焼却量に施設
整備状況の年間処理量の割合を乗じたものを用いた。 
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(3) メッシュ分解手法 
一般廃棄物処理実態調査結果 31)施設整備状況の施設情報から住所を特定し、年間処理量

を用いて全国排出量を都道府県、市区町村、さらには基準地域メッシュに配分した。 
 

2.24. 廃棄物の焼却：産業廃棄物（5C1b） 
(1) 発生源の説明 

産業廃棄物の焼却に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 5C1b-FF で構成さ
れる。FF は廃棄物種に相当し、表 2-24-1 で定義される。 

 
表 2-24-1 発生源 5C1b の廃棄物種の定義 

コード 発生源 
01 下水汚泥 
02 製造業有機性汚泥 
03 廃油 
04 廃プラスチック類 
05 紙くず 
06 木くず 
07 繊維くず 
08 動植物性残さ 
09 ゴムくず 
10 動物の死体 

 
(2) 排出量推計手法 

廃棄物種 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai 
 
EFi は廃棄物種別の排出係数、Ai は廃棄物種別の焼却量である。排出係数には茶谷ら 1)のう
ち、下水汚泥、製造業有機性汚泥、廃油、廃プラスチック類には廃棄物処理炉の産業廃棄
物の値、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残さ、ゴムくず、動物の死体には廃棄物処
理炉の木材の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel ファイルの表 S2-1-1 に示す。
表中では 0-1300-CC のコードを用いている。CC=54 が産業廃棄物、CC=23 が木材であ
る。産業廃棄物の焼却量には廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態
調査報告書 32)の産業廃棄物の種類別の焼却量を使用した。 
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(3) メッシュ分解手法 
産業廃棄物排出・処理状況調査 33)の都道府県別・種類別排出量推計値を用いて全国排出

量を都道府県に配分した。経済センサス 8)の従業員数を用いて都道府県排出量を市区町
村、さらには基準地域メッシュに配分した。 

 
2.25. 排水の処理と放出：生活排水処理施設（5D1-02） 
(1) 発生源の説明 

生活排水処理施設（浄化槽）における大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 5C1b-
02 で表現される。 

 
(2) 排出量推計手法 

排出量 E は以下の式で推計した。 
 

E＝EF×A 
 
EF は排出係数、A は非水洗化人口である。排出係数には EMEP25)の 1.6 kg/人/年を使用

した。非水洗化人口には一般廃棄物処理実態調査結果 31)処理状況の値を使用した。 
 

(3) メッシュ分解手法 
一般廃棄物処理実態調査結果 31)処理状況の非水洗化人口を用いて、全国排出量を都道府

県、市区町村に配分した。国勢調査 15)の人口を用いて、市区町村排出量を基準地域メッシ
ュに配分した。 

 
2.26. 人の呼吸・発汗（6A-01） 
(1) 発生源の説明 

人の呼吸と発汗に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 6A-01-FF で表現され
る。FF=01 は呼吸、FF=02 は発汗に伴う排出を表す。 

 
(2) 排出量推計手法 

呼吸または発汗 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×A 
 

EFi は呼吸または発汗による排出係数、A は昼間人口である。排出係数には表 2.26.1 に示
す Sutton34)の値を使用した。昼間人口には国勢調査 15)の値を使用した。 
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表 2-26-1 発生源 6A-01 の排出係数 
 NH3 

(g-N/人/年) 
呼吸 3.0 
発汗 14.0 

 
(3) メッシュ分解手法 

国勢調査 15)の昼間人口を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村に配分した。国勢調
査 15)の人口を用いて、市区町村排出量を基準地域メッシュに配分した。 

 
2.27. ペット（6A-02） 
(1) 発生源の説明 

ペットからの大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 6A-02-FF で表現される。
FF=01 は犬、FF=02 は猫からの排出を表す。 

 
(2) 排出量推計手法 

犬または猫 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai 
 

EFi は犬または猫からの排出係数、Ai は犬または猫の飼育頭数である。排出係数には表
2.27.1 に示す Sutton34)の値を使用した。犬または猫の飼育頭数には犬猫飼育実態調査 35)の
値を使用した。 
 

表 2-27-1 発生源 6A-02 の排出係数 
 NH3 

(kg-N/頭/年) 
犬 0.61 
猫 0.11 

 
(3) メッシュ分解手法 

国勢調査 15)の世帯総数を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域メ
ッシュに配分した。 
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2.28. 喫煙（6A-03） 
(1) 発生源の説明 

喫煙に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 6A-03 で表現される。 
 

(2) 排出量推計手法 
排出量 E は以下の式で推計した。 

 
E＝EF×A 

 
EF は排出係数、A は喫煙本数である。排出係数には未把握発生源からの微小粒子状物質等
大気汚染物質排出量算出調査報告書 10)の値を使用した。使用した排出係数を別添 Excel フ
ァイルの表 S2-28-1 に示す。喫煙本数にはたばこ年度別販売実績 36)の値を使用した。 

 
(3) メッシュ分解手法 

国勢調査 15)の人口を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシ
ュに配分した。 

 
2.29. 調理（6A-04） 
(1) 発生源の説明 

調理に伴う大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 6A-04-FF で表現される。FF=01
は自宅、FF=02 は外食における調理に伴う排出を表す。 
 
(2) 排出量推計手法 

自宅または外食 i の排出量 Ei は以下の式で推計した。 
 

Ei＝EFi×Ai 
 

EFi は自宅または外食の排出係数、Ai は食事回数である。排出係数には未把握発生源から
の微小粒子状物質等大気汚染物質排出量算出調査報告書 10)の値を使用した。使用した排出
係数を別添 Excel ファイルの表 S2-29-1 に示す。食事回数には国民健康・栄養調査 37)の
朝、昼、夕別にみた１日の食事状況による一人あたりの食事回数に国勢調査 15)の人口を乗
じたものを用いた。 

 
(3) メッシュ分解手法 

国勢調査 15)の人口を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村、さらに基準地域メッシ
ュに配分した。 
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2.30. 土壌（6A-05） 
(1) 発生源の説明 

土壌からの大気汚染物質の排出を扱う。発生源コードは 6A-05 で表現される。 
 

(2) 排出量推計手法 
排出量 E は以下の式で推計した。 

 
E＝EF×A 

 
EF は排出係数、A は林野面積である。排出係数には PM2.5 排出インベントリ及び発生源

プロファイル解説書 14)の 0.876 kg/ha を使用した。林野面積には農林業センサス 26)の値を
使用した。 

 
(3) メッシュ分解手法 

農林業センサス 26)の値の林野面積を用いて、全国排出量を都道府県、市区町村に配分し
た。国土数値情報土地利用 3 次メッシュデータ 38)の森林を用いて、市区町村排出量を基準
地域メッシュに配分した。 

 

3. 排出量グリッドデータから大気質モデルの入力データへの変換方法 

排出量グリッドデータを大気質モデルの入力データに変換するための月分解、時刻分解、
組成分解、鉛直分解の方法について述べる。なお、データの変換は大気質モデルへの入力を
想定したものであり、モデルの精度に比べて小さい変動（1 割程度以下）は無視している。
用いたデータの値は、実際の入力データセットを参照されたい。 

 
3.1. 燃料の燃焼：発電及び熱供給（1A1a） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 

(2) 時刻分解 
 24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
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1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 

 
表 3-1-1 VOC の燃料種別プロファイル 

コード 燃料種 SPECIATE 
0120 一般炭 1178 Coal-Fired Boiler - Electric Generation 
0211 コークス 0011 By Product Coke Oven Stack Gas 
0221 コークス炉ガス 0005 External Combustion Boiler - Coke Oven Gas 
0222 高炉ガス 0004 External Combustion Boiler - Refinery Gas 
0225 転炉ガス 0004 External Combustion Boiler - Refinery Gas 
0320 発電用原油 0001 External Combustion Boiler - Residual Oil 
0330 NGL･コンデンセート 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0419 ナフサ 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0431 ガソリン 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0432 ジェット燃料油 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
0433 灯油 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
0434 軽油 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
0436 A 重油 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
0437 C 重油 0001 External Combustion Boiler - Residual Oil 
0451 潤滑油 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
0453 アスファルト 0001 External Combustion Boiler - Residual Oil 
0454 他重質石油製品 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
0455 オイルコークス 0011 By Product Coke Oven Stack Gas 
0456 電気炉ガス 0014 Open Hearth Furnace With Oxygen Lance 
0457 製油所ガス 0004 External Combustion Boiler - Refinery Gas 
0458 LPG 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0459 回収硫黄 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0510 輸入天然ガス (LNG) 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0520 国産天然ガス 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
0610 一般ガス 0003 External Combustion Boiler - Natural Gas 
N131 木材利用 1084 Residential Wood Combustion 
N132 廃材利用 1084 Residential Wood Combustion 
N136 黒液直接利用 8808 Pulp and Paper Mills 
N137 バイオガス 1084 Residential Wood Combustion 
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N138 バイオマスその他 1084 Residential Wood Combustion 
N222 廃タイヤ直接利用 0122 Bar Screen Waste Incinerator 
N223 廃プラスチック直接利用 0122 Bar Screen Waste Incinerator 
N231 RDF 1084 Residential Wood Combustion 
N233 再生油 0002 External Combustion Boiler - Distillate Oil 
N234 RPF 1084 Residential Wood Combustion 

 
表 3-1-2 PM の施設種別プロファイル 

コード 施設種 SPECIATE 
0300 焙焼炉・煆焼炉 91179 Steel Desulfurization 
0306 焼結炉 91139 Sintering Furnace 
0312 ペレット焼成炉 91139 Sintering Furnace 
0400 溶鉱炉・転炉・平炉 91133 Open Hearth Furnace 
0500 金属溶解炉 91157 

91137 
Cast Iron Cupola 
Aluminum Production 

0600 金属圧延加熱炉・熱処理炉・ 
鍛造炉 

91123 
91132 

Heat Treating 
Aluminum Processing 

0700 石油加熱炉 91145 Petroleum Industry 
0800 触媒再生塔 91141 Catalytic Cracking 
0900 窯業製品製造用焼成炉・溶融炉 91127 

95008 
95009 

Cement Production 
Brick Making Kiln 
Brick Making Kiln 

0901 セメント焼成炉 91127 Cement Production 
0909 石灰焼成炉 91138 Lime Kiln 
0915 ガラス溶融炉 91143 Glass Furnace 
1000 無機化学工業品・食料品製造用 

反応炉・直火炉 
91149 
91154 

Inorganic Chemical Manufacturing 
Food & Ag-Drying 

1200 電気炉 91153 Electric Arc Furnace 
1400 銅・鉛・亜鉛精錬用焙焼炉・ 

焼結炉・転炉・溶融炉・乾燥炉 
91170 
91178 

Copper Production 
Lead Production 

1701 溶解槽 91147 Misc. Sources 
1800 活性炭製造反応炉 91147 Misc. Sources 
1900 塩素・塩化水素反応施設・ 

吸収施設 
91147 Misc. Sources 

2000 電解炉 91153 Electric Arc Furnace 
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2100 燐酸質肥料用反応施設・ 
濃縮施設・焼成炉・溶解炉 

91165 Phosphate Manufacturing 

2200 フッ酸製造用凝縮施設・ 
吸収施設・蒸留施設 

91147 Misc. Sources 

2300 トリポリ燐酸ナトリウム製造用 
反応施設・乾燥炉・焼成炉 

91165 Phosphate Manufacturing 

2401 鉛二次精錬用溶解炉 91178 Lead Production 
2501 鉛蓄電池製造用溶解炉 91178 Lead Production 
2600 鉛系顔料製造用溶解炉・反射炉・ 

反応炉・乾燥施設 
91178 Lead Production 

2700 硝酸製造用吸収施設・漂白施設・ 
濃縮施設 

91147 Misc. Sources 

2800 コークス炉 91173 Coke Calciner 
 

表 3-1-3 PM に東京都のプロファイルを用いた施設種と燃料種の組み合わせ 
コード 施設種 コード 燃料種 
0100 ボイラ 0436 A 重油 
1300 廃棄物焼却炉 N222 廃タイヤ直接利用 
1300 廃棄物焼却炉 N223 廃プラスチック直接利用 
3000 ディーゼル機関 0436 A 重油 
3000 ディーゼル機関 0434 軽油 

 
表 3-1-4 PM の燃料種別プロファイル 

コード 燃料種 SPECIATE 
0120 一般炭 91104 Bituminous Combustion 
0211 コークス 91104 Bituminous Combustion 
0221 コークス炉ガス 91136 Process Gas Combustion 
0222 高炉ガス 91136 Process Gas Combustion 
0225 転炉ガス 91136 Process Gas Combustion 
0320 発電用原油 91117 Residual Oil Combustion 
0330 NGL･コンデンセート 91117 Residual Oil Combustion 
0419 ナフサ 91117 Residual Oil Combustion 
0431 ガソリン 91117 Residual Oil Combustion 
0432 ジェット燃料油 91117 Residual Oil Combustion 
0433 灯油 91115 Distillate Oil Combustion 
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0434 軽油 91115 Distillate Oil Combustion 
0436 A 重油 91117 Residual Oil Combustion 
0437 C 重油 91117 Residual Oil Combustion 
0451 潤滑油 91117 Residual Oil Combustion 
0453 アスファルト 91117 Residual Oil Combustion 
0454 他重質石油製品 91117 Residual Oil Combustion 
0455 オイルコークス 91104 Bituminous Combustion 
0456 電気炉ガス 91136 Process Gas Combustion 
0457 製油所ガス 91136 Process Gas Combustion 
0458 LPG 91112 Natural Gas Combustion 
0459 回収硫黄 91104 Bituminous Combustion 
0510 輸入天然ガス (LNG) 91112 Natural Gas Combustion 
0520 国産天然ガス 91112 Natural Gas Combustion 
0610 一般ガス 91112 Natural Gas Combustion 
N131 木材利用 91114 Wood Fired Boiler 
N132 廃材利用 91114 Wood Fired Boiler 
N136 黒液直接利用 91119 Kraft Recovery Furnace 
N137 バイオガス 91112 Natural Gas Combustion 
N138 バイオマスその他 91114 Wood Fired Boiler 
N222 廃タイヤ直接利用 91126 Solid Waste Combustion 
N223 廃プラスチック直接利用 91126 Solid Waste Combustion 
N231 RDF 91104 Bituminous Combustion 
N233 再生油 91117 Residual Oil Combustion 
N234 RPF 91104 Bituminous Combustion 

 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では A-BBBB のコードを用いている。A=I は電気業、
A=0 は電気業以外、BBBB は表 2-1-2 に示す施設種である。 
 
3.2. 燃料の燃焼：石油精製（1A1b） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
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(2) 時刻分解 
業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 

(3) 組成分解 
NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-

1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 

 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-2-2
に示す施設種である。 
 
3.3. 燃料の燃焼：固体燃料製造及びその他エネルギー産業（1A1c） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-3-2
に示す施設種である。 
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3.4. 燃料の燃焼：鉄鋼（1A2a） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-4-2
に示す施設種である。 
 
3.5. 燃料の燃焼：非鉄金属（1A2b） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
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(4) 鉛直分解 
茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel

ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-5-2
に示す施設種である。 
 
3.6. 燃料の燃焼：化学（1A2c） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-6-2
に示す施設種である。 
 
3.7. 燃料の燃焼：パルプ・紙・印刷（1A2d） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
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1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-7-2
に示す施設種である。 
 
3.8. 燃料の燃焼：食品加工・飲料・煙草（1A2e） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-8-2
に示す施設種である。 

 
3.9. 燃料の燃焼：窯業土石（1A2f） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
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(3) 組成分解 
NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-

1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-9-2
に示す施設種である。 
 
3.10. 燃料の燃焼：その他の製造業および鉱業・建設業（1A2g） 
(1) 月分解 

総合工事業、職別工事業、設備工事業については、建設総合統計 42)の月別出来高を使用
した。それ以外は 12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

鉱業，採石業，砂利採取業、総合工事業、職別工事業、設備工事業については、9 時から
17 時まで一定とした。それ以外は業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別
稼働事業所数に基づき分解した。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-10-
2 に示す施設種である。 
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3.11. 鉄道（1A3c） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

未把握発生源からの微小粒子状物質等大気汚染物質排出量算出調査報告書 10)の値を使用
し、PM 排出量を成分別に分解した。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.12. 燃料の燃焼：業務（1A4a） 
(1) 月分解 

ガス事業生産動態統計調査 43)の商業用ガス販売量を用いた。 
 
(2) 時刻分解 

大阪ガスデータブックの時刻別都市ガス送出率を用いた。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-12-
2 に示す施設種である。 
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3.13. 燃料の燃焼：家庭（1A4b） 
(1) 月分解 

都市ガスはガス事業生産動態統計調査 43)の家庭用ガス販売量、灯油は灯油消費実態調査
の家庭１世帯あたりの灯油月別消費量、LPG はプロパンガス消費実態調査の家庭１世帯あ
たりの LPG 月別消費量を用いた。 
 
(2) 時刻分解 

大阪ガスデータブックの時刻別都市ガス送出率を用いた。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-
1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.14. 燃料の燃焼：農林水産業（1A4c） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

農業、林業は 7 時から 17 時まで一定とした。漁業、水産養殖業は 24 時間一定とした。 
 

(3) 組成分解 
NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC は、表 3-

1-1 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。PM は、表 3-1-
2 に示す施設種については、施設種別に SPECIATE40)のプロファイルを割り当てた。表 3-
1-3 に示す施設種と燃料種の組み合わせについては、東京都 41)のプロファイルを用いた。そ
れ以外の施設種については、表 3-1-4 に示すとおり、燃料種別に SPECIATE40)のプロファ
イルを割り当てた。 

 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-BBBB のコードを用いている。BBBB は表 2-14-
2 に示す施設種である。 



62 
 

3.15. 石油の精製及び貯蔵：貯蔵・出荷施設における漏出（1B2a4） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

VOC 排出インベントリ 16)の成分別排出量を用いた。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.16. 石油製品の供給：給油所における漏出（1B2a5） 
(1) 月分解 

VOC 排出インベントリ 16)に示されている都道府県別月別排出量に基づき、都道府県別に
分解した。 

 
(2) 時刻分解 

7 時から 24 時まで一定とした。 
 

(3) 組成分解 
VOC 排出インベントリ 16)の成分別排出量を用いた。 
 

(4) 鉛直分解 
最下層からの排出とした。 
 

3.17. 溶剤の使用（2D3） 
(1) 月分解 

総合工事業、職別工事業、設備工事業については、建設総合統計 42)の月別出来高を使用
した。それ以外は 12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。
対象外の業種については、24 時間一定とした。 
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(3) 組成分解 
防虫剤・消臭剤の使用については、PRTR 届出外排出量 18)の推計方法による成分別排出

量を使用した。エアゾール噴射剤の使用については、日本国温室効果ガスインベントリ報告
書 9)に掲載されている LPG と DME の割合を用いた。化粧品の使用、洗車・補修用品の使
用については、民生部門からの VOC 排出量調査報告書 21)の成分別排出量を使用した。それ
以外については、VOC 排出インベントリ 16)の成分別排出量を用いた。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.18. 食料品等（発酵）（2H2） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

業種別に、水質汚濁物質排出量総合調査における時刻別稼働事業所数に基づき分解した。 
 

(3) 組成分解 
VOC 排出インベントリ 16)の成分別排出量を用いた。 

 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.19. 家畜排せつ物の管理（3B） 
(1) 月分解 

NH3 は全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用
した。NH3 以外は 12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

NH3 は全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使
用した。NH3 以外は 24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

EMEP25)の値を用い、VOC と PM の排出量を成分別に分解した。 
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(4) 鉛直分解 
最下層からの排出とした。 

 
3.20. 農用地の土壌：無機質窒素肥料（3Da1） 
(1) 月分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用した。 
 

(2) 時刻分解 
全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使用した。 
 

(3) 組成分解 
該当なし。 

 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.21. 農用地の土壌：有機質窒素肥料（3Da2） 
(1) 月分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用した。 
 
(2) 時刻分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使用した。 
 
(3) 組成分解 

該当なし。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.22. 野外で農作物の残留物を焼くこと（3F） 
(1) 月分解 

富山ら 45)に従い、籾殻の焼却は刈取最盛期から 5 日後を頂点とし前後の幅が 17 日間、稲
わらの焼却は刈取最盛期から 26 日後を頂点とし前後の幅が 26 日間の三角分布で表現され
るとした。刈取最盛期には作物統計 27)を用い、都道府県別に与えた。なお、焼却割合は日別
ではなく、月別の日数割合として与えた。気象条件の影響は考慮していない。稲以外は、
PM2.5 排出インベントリ及び発生源プロファイル解説書 14)の値を用いた。 
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(2) 時刻分解 
全ての農作物について、富山ら 45)の値を用いた。 
 

(3) 組成分解 
NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 90%、NO2 が 10%とした。VOC の分解

には、SPECIATE40)のプロファイル 5564 Biomass Burning - Agricultural Residues を用い
た。PM のうち、稲わら、もみがら、小麦、二条大麦、六条大麦については Fushimi et al.28)

を用いた。それ以外については、SPECIATE40)のプロファイル 91103 Agricultural Burning
を用いた。 

 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.23. 廃棄物の焼却：一般廃棄物（5C1a） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC の分解に
は、SPECIATE40)のプロファイル 0122 Bar Screen Waste Incinerator を用いた。PM につい
ては、東京都 41)のプロファイルを用いた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-1300 のコードを用いている。 
 
3.24. 廃棄物の焼却：産業廃棄物（5C1b） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

24 時間一定とした。 
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(3) 組成分解 
NOX は、JATOP 技術報告書 39)に従い、NO が 95%、NO2 が 5%とした。VOC の分解に

は、SPECIATE40)のプロファイル 0122 Bar Screen Waste Incinerator を用いた。PM のうち
下水汚泥、製造業有機性汚泥、廃油、廃プラスチック類については、東京都 41)のプロファイ
ルを用いた。その他については、SPECIATE40)のプロファイル 91114 Wood Fired Boiler を
用いた。 
 
(4) 鉛直分解 

茶谷ら 1)の施設種別の鉛直プロファイルを用いた。高さ 5m 毎の鉛直排出割合を別添 Excel
ファイルの表 S3-1-1 に示す。表中では 0-1300 のコードを用いている。 
 
3.25. 排水の処理と放出：生活排水処理施設（5D1-02） 
(1) 月分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用した。 
 
(2) 時刻分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使用した。 
 
(3) 組成分解 

該当なし。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.26. 人の呼吸・発汗（6A-01） 
(1) 月分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用した。 
 
(2) 時刻分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使用した。 
 
(3) 組成分解 

該当なし。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
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3.27. ペット（6A-02） 
(1) 月分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用した。 
 
(2) 時刻分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使用した。 
 
(3) 組成分解 

該当なし。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.28. 喫煙（6A-03） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

未把握発生源からの微小粒子状物質等大気汚染物質排出量算出調査報告書 10)の値を使用
した。 

 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.29. 調理（6A-04） 
(1) 月分解 

12 ヶ月間一定とした。 
 
(2) 時刻分解 

24 時間一定とした。 
 
(3) 組成分解 

未把握発生源からの微小粒子状物質等大気汚染物質排出量算出調査報告書 10)の値を使用
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した。 
 
(4) 鉛直分解 

最下層からの排出とした。 
 
3.30. 土壌（6A-05） 
(1) 月分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性月変動パターンを使用した。 
 
(2) 時刻分解 

全国固定発生源等排出量推計報告書 44)のアンモニア揮散性時刻変動パターンを使用した。 
 

(3) 組成分解 
該当なし。 
 

(4) 鉛直分解 
最下層からの排出とした。 
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